令和７年度「幼児教育の学び強化事業」
公立幼稚園の減少に伴う地域の幼児教育の質の維持・向上の取組への影響
[bookmark: _Hlk181804529]に関するアンケート調査
―アンケート調査項目一覧―
[bookmark: _Hlk154571757]
本Wordファイルは、複数の担当に跨る場合の回答の取りまとめや、決裁取得等にご活用いただけますが、実際のご回答は、依頼状に記載のURLからアンケート画面へアクセス・ご入力をお願いいたします。

〔はじめに〕
	　平素より文部科学行政へのご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
　文部科学省では、今年度、令和７年度「幼児教育の学び強化事業」を実施しております。
　この度は、本調査の主旨にご理解・ご協力を賜り、誠にありがとうございます。


〔回答期日〕
	令和７年11月14日（金）迄


〔本調査について〕
	【調査対象】
全国の都道府県・市区町村を対象

【調査の趣旨・目的】
本調査では、公立幼稚園の設置状況、幼児教育に関する施策、公立幼稚園と連携して実施している取組等の実態把握とその分析を行い、今後の幼児教育施策の一助とすることを目的としております。本調査研究の一環として、全国の都道府県及び市区町村を対象に、公立幼稚園の減少に伴う地域の幼児教育の質の維持・向上の取組への影響に関するアンケートを実施いたします。

　　何卒ご協力くださいますようよろしくお願いいたします。

　　なお、本アンケート調査は、公立幼稚園のない自治体も回答の対象としております。

　　また、本アンケート調査の実施後、いくつかの自治体に対してより詳細な状況等をヒアリングさせていただくことを予定しております。ご協力を賜れます場合、最後の質問にてその旨を回答いただけますと幸いです。






〔回答要領〕
	· [bookmark: _Hlk205306239]各園における取組状況については貴団体が把握されている範囲でご回答ください。
· 自治体ごとに１回答のみとなります。担当が複数に跨る場合は、自治体として１つの回答に取りまとめていただくよう、ご協力をお願いいたします。
· [bookmark: _Hlk188530384]画面下の「次へ」・「完了」ボタンを押すと、回答は保存されます。「次へ」ボタンを押していただくことで、あとで続きから回答いただけます。
· 回答後に回答内容を修正いただく場合、回答したデバイスで、URLまたは二次元コードより再度アクセスいただくことで修正可能です。（同デバイスからアクセスし、回答ブラウザでCookieが有効に設定されている場合は、回答したデータが保存されます。Cookieが無効の場合は、回答が保存されませんのでデバイス環境をご確認ください。）
· 回答前にアンケート内容の確認が必要な場合、参考資料として掲載しております調査票一覧をご活用ください。編集可能なWordファイルは、複数の担当に跨る場合の回答の取りまとめや、決裁取得等にご活用いただけますが、実際のご回答は、本アンケート画面へご入力の上、ご提出をお願いいたします。
· 回答データの一覧を保存いただく場合は、アンケート送信完了後、回答画面に回答一覧が表示されますので、その画面を印刷もしくはPDF化することにより保存いただきますようお願いいたします（調査事務局からの回答一覧の個別送付は行っておりません）。
[image: ロゴ

AI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。]
【調査主体】
文部科学省　初等中等教育局　幼児教育課
【問い合わせ先】　（調査機関）株式会社リベルタス・コンサルティング
担当者：太田・傍島（そばじま）
mail：kouritsu-you@libertas.co.jp
TEL: 0120-575-334（平日 10：00-17：00　※土・日・祝を除く）
※テレワーク推奨中につき、電子メールでのお問い合わせにご協力をお願いいたします。









[bookmark: _Toc108518991][bookmark: _Toc108520400][bookmark: _Toc108792953][bookmark: _Toc110613298][bookmark: _Toc110613458]Ⅰ 貴自治体の基本情報をご記入ください。
問1-1　自治体情報を選択してください。
	



問1-2	自治体種別を選択してください。（1つ選択）
	１
	都道府県

	２
	政令指定都市

	３
	特別区

	４
	中核市

	５
	一般市

	６
	町

	７
	村



問1-3	自治体の名称をご記入ください。※都道府県名や教育委員会の記載は不要です。
【記入例】●●県、●●市、●●区、●●町、●●村
	



[bookmark: _Hlk210134621]

Ⅱ 貴自治体の公立幼稚園の設置状況についてお尋ねします。
[bookmark: _Hlk210042399]問2-1	10年前と比べて、公立幼稚園の園の数に変化はありますか。（1つ選択）
	１
	10年前と比べると増えた　　⇒問2-2へ

	２
	10年前と変わらない　　⇒問2-2へ

	3
	10年前と比べると減った　　⇒問2-2、問2-3へ

	4
	10年前は公立幼稚園はあったが、今はない　　⇒問2-1-1、問2-3へ

	5
	以前から公立幼稚園がない　　⇒問3-1へ



問2-1で「4. 10年前は公立幼稚園はあったが、今はない」と回答した自治体にお聞きします。
問2-1-1	最後に閉園した年をご入力ください。　※半角数値をご入力ください。
	[bookmark: _Hlk210206577]
	年



問2-1で「1. 10年前と比べると増えた」「2. 10年前と変わらない」「3. 10年前と比べると減った」と回答した自治体にお聞きします。
問2-2	貴自治体として、現在、公立幼稚園の数についてどのような方針をお持ちかについて、あてはまるものを選択してください。（1つ選択）
	１
	縮減する方針を決定している

	２
	縮減することについて検討している段階である

	3
	拡大する方針を決定している

	4
	拡大することについて検討している段階である

	5
	現時点では特に検討していない（縮減または拡大する予定はない）



問2-1で「3. 10年前と比べると減った」「4. 10年前は公立幼稚園はあったが、今はない」と回答した自治体にお聞きします。
問2-3	減少した／なくなった理由としてあてはまるものを選択してください。（複数回答可）
	１
	運営費が年々増加しているため

	２
	利用時間等に関する保護者の希望とのミスマッチにより、入園希望者が減少しているため

	3
	幼児教育・保育の無償化により、私立幼稚園を選択する家庭が増加したため

	4
	認定こども園等に移行したため　　⇒問2-4へ

	5
	教諭等の人材の確保が難しいため

	6
	その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



問2-3で「4. 認定こども園等に移行したため」と回答した自治体にお聞きします。
問2-4	認定こども園等に移行した後、旧公立幼稚園を担当する部局は変わりましたか。（1つ選択）
	１
	変わった　　⇒問2-4-1へ

	２
	変わっていない



2-4で「1. 変わった」と回答した自治体にお聞きします。
問2-4-1	現在の担当部局をご記入ください。
	



問2-1で「1. 10年前と比べると増えた」「2. 10年前と変わらない」「3. 10年前と比べると減った」「4. 10年前は公立幼稚園はあったが、今はない」と回答した自治体にお聞きします。
問2-5	貴自治体として公立幼稚園の廃園にかかる基準を規定・策定していますか。（1つ選択）
	１
	規定・策定している　　⇒問2-5-1へ

	２
	規定・策定していない



問2-5で「1. 規定・策定している」と回答した自治体にお聞きします。
問2-5-1	廃園の基準を記入してください。ホームページ等で公表している場合は、リンクを入力してください。
	










Ⅲ 貴自治体における幼児教育に関する課題についてお尋ねします。
問3-1	貴自治体が抱えている幼児教育に関する課題について、以下のうちあてはまるものを選択してください。
（複数回答可）
	１
	障害のある幼児の就園の選択肢が少なくなっている

	２
	外国にルーツのある幼児の就園の選択肢が少なくなっている

	３
	地域の幼児教育の質が低下している

	４
	幼保小の円滑な接続を図ることが難しい（幼児教育センターや架け橋期のコーディネーターの取組を含む）

	５
	地域の幼児教育を担う人材の確保が難しい

	６
	教育実習の受入れ先の選択肢が少なくなっている

	７
	研修や実践研究（事例を持ち寄った研究会や協議会等）の機会が減っている

	8
	地域における幼児教育の重要性への理解が不十分

	9
	幼稚園等を核とした、家庭や地域との連携やつながりが低下している（子育てのアドバイスなど）

	10
	特に課題を抱えてはいない　　⇒問3-3へ

	11
	その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



問3-1で、1～9または11と回答した自治体にお聞きします。
問3-2	問3-1で選択した課題のうち、公立幼稚園の減少等が影響を及ぼしているものを選択してください。
（複数回答可）
※該当するものがない場合は空欄のまま次（問3-3）へ進んでください。
	１
	障害のある幼児の就園の選択肢が少なくなっている

	２
	外国にルーツのある幼児の就園の選択肢が少なくなっている

	３
	地域の幼児教育の質が低下している

	４
	幼保小の円滑な接続を図ることが難しい（幼児教育センターや架け橋期のコーディネーターの取組を含む）

	５
	地域の幼児教育を担う人材の確保が難しい

	６
	教育実習の受入れ先の選択肢が少なくなっている

	７
	研修や実践研究（事例を持ち寄った研究会や協議会等）の機会が減っている

	8
	地域における幼児教育の重要性への理解が不十分

	9
	幼稚園等を核とした、家庭や地域との連携やつながりが低下している（子育てのアドバイスなど）

	11
	その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



問3-2で、1～9または11と回答した自治体にお聞きします。
問3-2-1	具体的にどのような課題・困難が生じましたか。
	








問3-2-2	問3-2でご回答いただいた課題に対し、公立幼稚園と連携するなどして、それらの課題の改善、解決に向けた取組を実施していますか。（1つ選択）
	１
	実施している　　⇒問3-2-3へ

	２
	実施していないが検討している

	3
	検討も実施もしていない



問3-2-2で、「1. 実施している」と回答した自治体にお聞きします。
問3-2-3	具体的にどのような取組を行っていますか。
	





問3-3	近隣の自治体と連携し、幼児教育に関する課題解決に向けた取組を検討・実施していますか。
（1つ選択）
	１
	実施している　　⇒問3-3-1へ

	２
	実施していないが検討している

	３
	検討も実施もしていない



問3-3で「1. 実施している」と回答した自治体にお聞きします。
問3-3-1	具体的にどのような取組を行っていますか。
	





問2-1で「4. 10年前は公立幼稚園はあったが、今はない」と回答した自治体にお聞きします。
問3-4	公立幼稚園は、これまでも幼稚園教育要領を着実に実践し、その専門的知見やノウハウを他の幼児教育施設に提供するなど、地域の幼児教育の質向上において重要な役割を果たしてきました。廃園後の現在、自治体ではその役割、また域内の幼児教育の質をどのように継承・担保していると考えていますか。
	







Ⅳ 貴自治体の幼児教育に関する諸施策についてお尋ねします。
	【教育振興基本計画について教えてください】


問4-1	貴自治体で策定する「教育振興基本計画」において、幼児教育や幼小接続に関する記載はありますか。（1つ選択）
	１
	幼児教育と幼小接続のどちらについても記載がある

	２
	幼児教育についてのみ記載がある

	３
	幼小接続についてのみ記載がある

	４
	どちらの記載もない



問4-2	貴自治体における「教育振興基本計画」の策定において、幼児教育関係者はどのように関わっていますか。（複数回答可）
	１
	計画の策定会議の委員を務めている　　⇒問4-3へ

	２
	意見を提出している

	３
	関わりはない

	４
	その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



問4-2で「1. 計画の策定会議の委員を務めている」と回答した自治体にお聞きします。
問4-3	「教育振興基本計画」の策定会議の委員を務める幼児教育関係者のご所属について、あてはまるものを選択してください。（複数回答可）
	１
	行政担当者（教育委員会）

	２
	行政担当者（教育委員会以外）

	３
	公立幼稚園関係者

	4
	私立幼稚園関係者

	5
	大学教員・研究者

	6
	その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	【実践研究や公開保育について教えてください】


問4-4	域内の幼児教育施設において、幼児教育に関する実践研究（事例を持ち寄った研究会や協議会等）や公開保育等が行われていますか。（1つ選択）※貴自治体で把握している範囲で構いません。
※実践研究や公開保育等は、自治体が主催する研修において実施するもの、自治体が外部に委託して実施するもの、自治体が共催・後援を行って実施するもの等を想定しています。
※施設類型は問いません。
	１
	行われている　　⇒問4-4-1へ

	２
	行われていない

	３
	以前は行われていたが、現在は行われていない　　⇒問4-4-2へ



問4-4で「1. 行われている」と回答した自治体にお聞きします。
問4-4-1	どの程度行われていますか。問4-4で答えた域内の幼児教育施設における実践研究及び公開保育のうち、最も多くあてはまるものについて選択してください。（1つ選択）
（例：半年に1回の頻度のものを3件、年に1回の頻度のものを2件行っている場合は、「2. 半年に1回程度」を選択。）
	１
	年１回程度

	２
	半年に１回程度

	３
	３カ月に１回程度

	４
	１か月に１回程度

	5
	わからない／把握していない



問4-4で「3. 以前は行われていたが、現在は行われていない」と回答した自治体にお聞きします。
問4-4-2	幼児教育に関する実践研究や公開保育等が行われなくなった理由を選択してください。（複数回答可）
	１
	公立幼稚園が無く、自治体が主催する必要性を感じないため

	２
	財政上の理由で支援ができないため

	３
	自治体の負担が大きいため

	4
	参加者が集まらないため

	5
	その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	【人材関連の施策について教えてください】


公立幼稚園がある市区町村にお聞きします。
問4-5	令和7年度4月1日時点における域内の公立幼稚園教諭の配置予定数（4月1日に何人配置する予定だったか）を記入してください。
	
	人



問4-5-1	令和7年度4月1日時点における域内の公立幼稚園教諭の実際の配置人数を記入してください。
	
	人



公立幼稚園がある市区町村にお聞きします。
問4-6	公立幼稚園の園長で小学校校長を併任している者、もしくは小学校での勤務経験が長い者はいますか。（1つ選択）
	１
	併任している園長がいる　　⇒問4-6-1へ

	２
	併任ではないが、小学校での勤務経験が長い園長がいる　　⇒問4-6-2

	３
	併任している園長も、小学校での勤務経験が長い園長もいない



問4-6で「1. 併任している園長がいる」と回答した市区町村にお聞きします。
問4-6-1	併任している園長の人数をご入力ください。
	
	人



問4-6で「2. 併任ではないが、小学校での勤務経験が長い園長がいる」と回答した市区町村にお聞きします。
問4-6-2	小学校での勤務経験が長い園長の人数をご入力ください。
	
	人



公立幼稚園がある自治体にお聞きします。
問4-7	域内の公立幼稚園において、教員養成校の教育実習を受け入れていますか。（1つ選択）
	１
	受け入れている　　⇒問4-7-1

	２
	受け入れていない

	３
	わからない／把握していない



問4-7で「1. 受け入れている」と回答した自治体にお聞きします。
問4-7-1	昨年度実績を記入してください。
【記入例】域内の公立幼稚園（　）園中、（　）園で教育実習を受け入れている。
	
	園中
	
	園



問4-8	貴自治体では、域内の幼児教育施設と養成校との連携による養成・採用・研修の取組が行われていますか。（1つ選択）
	１
	行われている　　⇒問4-8-1へ

	２
	行われていない

	３
	わからない／把握していない



問4-8で「1. 行われている」と回答した自治体にお聞きします。
問4-8-1	具体的にどのような取組が行われていますか。（複数回答可）
	１
	養成校の学生が、幼児教育施設を参観する

	２
	養成校の学生が、幼児教育施設が主催するイベントに参加する

	３
	養成校の学生が、幼児教育施設でボランティア等を行う

	４
	幼稚園教諭等が、養成校のキャリア関連イベントに参加する

	5
	養成校が、幼稚園教諭等の研修・講習を主催する

	6
	その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	【学校評価に関する施策ついて教えてください】


問4-9	貴自治体では、域内の幼児教育施設の学校評価について、どのような取組を行っていますか。（複数回答可）
	１
	自己評価を適切に実施するよう促している

	２
	学校関係者評価を適切に実施するよう促している

	３
	第三者評価を適切に実施するよう促している

	４
	自己評価の実施方法について様式や項目案等を示している

	5
	学校関係者評価の実施方法について様式や項目案等を示している

	6
	第三者評価の実施方法について様式や項目案等を示している

	7
	学校評価の結果をとりまとめて公表している

	8
	自治体としての働きかけは特に行っていない



Ⅴ 回答者情報およびヒアリング協力可否について
問5-1～5-4	ご回答いただいた方の情報をご記入ください。※複数の部局で回覧してご回答いただいた場合は、ご回答をとりまとめて下さった部局をご記入ください）
	回答者情報
	部署名
	

	
	ご役職
	

	
	お名前
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	



問5-5	本調査事業では、先進的取組等を実施している自治体に対し、ヒアリング調査(対面もしくはオンラインで1時間程度)を予定しております。ヒアリングへのご協力が可能でしたら「はい」をご選択ください。※「可」をご選択いただいた場合、調査事務局より別途ご連絡させていただくことがございます。
	１
	はい

	２
	いいえ



ご回答ありがとうございます。
回答完了後は、「完了」ボタンをクリックして終了してください。
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